
・建築物や車等に従来使用していた素材に代替する軽くて丈夫な素材の開発・普及により、ラ
イフサイクルにおけるエネルギー消費の大幅削減とともに、使用時における効率向上をも実現
している。こうした素材には高い付加価値が認められ、素材産業における我が国の強みが維
持されている。

（出所） 経済産業省 製造産業局 鉄鋼課・非鉄金属課「金属素材産業の現状と課題への対応」

革新的技術～高機能素材

【高機能素材の例】
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都市鉱山
・我が国においても都市鉱山をはじめとする循環可能な資源の有効利用が徹底されている。
・我が国の社会インフラをはじめとする人工構造物に蓄積した資源は既に大きく、賦存する潜在的
な資源を適切に回収し、新規需要に対応するといった循環型社会が確立している。

・回収資源で賄えない輸出資材については、国際競争力の確保に留意が必要であるが、国内で
回収された循環資源に加え、各国から輸入した廃棄物が、我が国のより高度かつ低炭素な製造
工程により再生され、産業構造が全体として低炭素・循環型の産業に移行している。

【日本の鉄鋼蓄積量】

【都市鉱山】
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（出所）中央環境審議会 地球環境部会 低炭素長期ビジョン小委員会
（第６回）㈱三菱総合研究所 理事長 小宮山氏 御提供資料

（出所）鉄源協会 統計データより作成

【新設住宅着工戸数の実績と予測結果】

出所）実績値は国土交通省「建築着工統計」より。予測値はNRI。
出典：NRI、『2030年の住宅市場～"移動人口"の拡大が人口減少下における住

宅市場活性化の鍵に～』、2016.6.7

【世界の粗鋼生産量見通し】

（出所）IEA[Energy Technology 
Perspective 2014」より作成
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革新的技術

・エネルギー多消費産業においては、世界最高効率の技術が導入され、更に革新的技術が実装
され、エネルギーのカスケード利用が徹底されること等により、可能な限りの効率化が図られている
とともに、CCＵSの設置が順調に進み、稼働を始めている。（プロセスイノベーション）

【2050年までの世界の温室効果ガス削減のイメージ】

（出所）内閣府 「エネルギー・環境イノベーション戦略」 参考資料（2016）

革新的技術
の貢献
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地域資源の活用

• 飲食業や観光業などのサービス産業や地域の地場産業においては、地域産材や地域固
有の資源（人材、文化財、自然環境・エネルギー、飲食、商店街、工場など）を活用し、
高付加価値化させた材・サービスを提供することにより生産性が向上している。これにより、
域外からの資金を呼び込みつつ、地域経済が循環する地域社会が実現している。

【地域活性化の切り札となる地域資源】
（地方自治体を対象としたアンケート） 【地域資源の指定と事業計画の認定の状況】

（出所）経済産業省 日本の「稼ぐ力」創出検討会 第３回 資料3 121



CO2削減診断・アドバイス

・様々な場面において省エネや創エネを実現するための診断や専門的なアドバイスを実施する
事業が発展している。

【AIを活用した法人向け省エネルギーサービス】

（出所）エネット プレスリリース

【環境省 CO2削減ポテンシャル診断事業における対策効果検証事例（診断時と対策実施後）】

（出所）環境省 平成27年度経済性を重視したCO2削減対策支援事業に係るCO2削減対策分析等委託業務 フォローアップ調査事例集122



バイオプラスチック

• 日用品の低炭素化も進んでおり、例えば、使い捨て容器の使用が大幅に削減され、バイオ
プラスチックが普及するとともに、廃棄された場合でも適正にリサイクルされることによって、ネッ
トCO2排出量はマイナスとなっている。

• 日用品等の利用において、必要最小限の高品質な製品を多くの人がシェアし、各個人は
機能・サービスを享受するスタイルが普及している。

（出所）平成23年度 環境・循環型社会・生物多様性白書

（年度） 2005 2010 2011 2012 2013 2014
PLA（ポリ乳酸） 517 2,125 2,169 2,544 3,069 3,035
バイオPE 0 55 2,188 5,951 27,025 33,209
バイオPET 0 50 80 2,819 11,875 11,916
酢酸セルロース 11,935 46,682 41,451 21,763 18,475 17,888
セロハン 9,954 12,737 12,823 11,931 11,764 12,584
澱粉 0 36 167 145 205 701
木粉・竹粉 2,340 1,199 1,403 962 828 826
その他 43 5 1 0 252 317

【バイオプラスチックの商品例】 【バイオプラスチック製品国内出荷量】

（出所）環境省 平成28年3月 温室効果ガス排出量算定方法に関する検討結果
廃棄物分科会資料より作成

（単位：トン）
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非エネルギー起源の温室効果ガスの削減

• 非エネルギー起源の温室効果ガス排出についても、省エネと環境性能の両立を図ったノンフ
ロン・低GWP製品の開発・普及や廃棄物管理の低炭素化、農林水産業における低炭素
化を通じて、排出量が大幅に減少している。

（出所）環境省・経済産業省「フロン排出抑制法の概要」（2015年1月）

【フロン類使用製品が最終的に目指すべきGWP値】
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（出所）気候変動長期戦略懇談会

【電化率の推移（最終エネルギー消費部門別）】

（出所）資源エネルギー庁 総合エネルギー統計より作成
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• 電力については、低炭素電源（再生可能エネルギー、CCS付火力発電、原子力発電）が発
電電力量の9割以上を占めている。

• あらゆる分野で電化・低炭素燃料への利用転換が進み、最終エネルギー消費の多くは電力に
よってまかなわれ、化石燃料は一部の産業や運輸等で使用されている。自家発電についてもより
低炭素な燃料への転換が進められている。



• 電力については、低炭素電源（再生可能エネルギー、CCS付火力発電、原子力発電）が発
電電力量の9割以上を占めている。

• あらゆる分野で電化・低炭素燃料への利用転換が進み、最終エネルギー消費の多くは電力に
よってまかなわれ、化石燃料は一部の産業や運輸等で使用されている。自家発電についてもより
低炭素な燃料への転換が進められている。

2050年80%削減に向けた絵姿

参考（世界全体での2050年時点の
電力に占める低炭素電源の割合）
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参考（450シナリオにおける2040年時点での
低炭素電源からの電力供給割合）

（出所）IPCC WGIII  Technical Summary Figure TS.18

（出所）IEA World Energy Outlook 2016 Figure 10.19



系統安定化
• 自家消費の上で、地域内や地域間の電力網の最適や運用改善、高度な情報システムによる

需給の制御、揚水発電などの水力発電所や低炭素化された火力発電所などの大規模調整力
の活用により、系統が安定した状態で運用されている。

• 再生可能エネルギーが大量導入された社会における安定的な電力供給のため、需給調整・周
波数調整に貢献する様々な技術（蓄電池、水素、蓄熱、デジタルグリッド等）の研究開発が
進められ、それが社会に大量に普及している。また、産業活動における電力需要も再生可能エ
ネルギーの発電地に電力を多く消費する事業が集積する等地域の状況に応じた運用がなされ、
系統への負荷が最小化されている。

電力会社における集中エネルギー･マネジメントでは、供給地域全体のPV（太陽光）発電量や電力

需要量を予測して、最適負荷配分を決定。一方、分散エネルギー･マネジメントは、電力会社から送

られてくる翌日の電力価格などの情報や、電力・給湯の需要量予測、その地点における翌日のPV発

電量予測などを基に、住・働環境の快適性を損なわない範囲で、経済的な機器の運転計画を行う。

【集中／分散エネルギーマネジメント】

（出所）東京大学エネルギー工学連携研究センター荻本研究室

【CEMS(Community Energy Management System)】

（出所）中央環境審議会 地球環境部会 低炭素長期ビジョン小委員会
（第５回）東松島市 復興政策課長 高橋氏 御提供資料
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再生可能エネルギーの最大限の活用
• 再生可能エネルギーについては、環境負荷を低減しつつ、高効率で需要家近接型の太陽光発電

やポテンシャルの大きい風力、安定的な水力、地熱、バイオマス等の各地域の資源が最大限利用
されるとともに、海洋エネルギー発電等の実証・開発・活用等がなされている。また、地域の状況に
応じた再生可能エネルギー発電が行われ、それらが最適化された系統によって供給されている。

• 再生可能エネルギーの技術開発や大量導入による設備費低減のほか、災害からの安全も確保す
るような施工・メンテナンス等に関する工事費用の低減など、ハード・ソフトを含め再生可能エネル
ギー関連産業が価格競争力を有している。

【大規模太陽光の発電コスト推移と今後の見通し】

（出所）IRENA（The International Renewable Energy Agency, 国際再生可能エネルギー機
関）「Power to Change 2016(電力の変化)」48ページ

【陸上風力の発電コスト推移および今後の見通し】

（出所）IRENA（The International Renewable Energy Agency, 国際再生可
能エネルギー機関）「Power to Change2016(電力の変化)」68ページ

58%低下

59%低下

20
15

U
SD

/k
W

h

2010    2012      2014      2016      2018      2020     2022      2024

0.4

0.2

0.0

0.6 均等化発電原価の
重み付け平均1

100
200
≧300

設備容量 MW

20
15

U
SD

/k
W

h

0.25

0.20

0.15

0.10

0.05

0.00

1
100
200
≧300

設備容量 MW

1995         2000        2005         2010         2015           2020         2025

128



再生可能エネルギー関連産業の普及がもたらす地域経済への影響
• 再生可能エネルギー関連産業が全国に普及し、定着することにより、地方に安定的な雇用が

創出され、国内総生産に占める割合も増加し、地域間の所得格差が小さくなっている。
【再生可能エネルギーを導入した場合の面積当たりCO2排出量】

（出所）平成26年度版環境白書 129

注：市町村単位の電力エネルギー｛太陽光（住
宅用等、公共系等）、陸上風力、中小水力（河
川部）、地熱発電｝導入ポテンシャル（設備容
量）から年間電力発電量を求めCO2換算。市町

村単位の熱エネルギー（太陽熱、地中熱）導
入ポテンシャルは熱量ベースをCO2換算。洋上

風力については、海上の風速計測地点から最
寄りの市町村（海岸線を有する）に対して送電
することを仮定して、各市町村の風速帯別の
導入ポテンシャル（設備容量）から年間電力発
電量を求めCO2換算。市町村のCO2排出量か
ら差し引いて図面を作成。CO2換算にあたり、

電力エネルギーは各地域の電力事業者の電
力CO2排出係数(トン-CO2/kWh)、熱エネルギー
は原油のCO2排出係数（トン-C/GJ）を用いて
CO2換算。



再エネ熱の活用

• 太陽熱やバイオマス、地中熱等の再生可能エネルギー熱が最大限活用される地域や再生
可能エネルギーから作られる水素を用いたコージェネレーションや都市部への供給を行う地
域など、地域の状況に応じたエネルギーシステムが成立している。

【熱利用 地中熱で大規模病院の冷暖房】 【熱利用 木質バイオマス利用の地域冷暖房＋発電】

（出所）両図とも 中央環境審議会 地球環境部会 低炭素長期ビジョン小委員会（第３回）
日本環境ジャーナリストの会 会長 水口氏御提供資料
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水素の活用

• 利用時又は水素製造時まで含めてCO2を排出しない水素（CO2フリー水素）が供給されて
いる。

（出所）日本ガス協会「都市ガス業界が貢献できる水素社会」 131



CCSの普及

• 一部産業における化石燃料消費や調整電源としてのほとんどの火力発電においては、CCS
やCCUが実装されている。
CCS：Carbon Capture and Storage (炭素隔離貯留） CCU：Carbon Capture and Utilization (炭素隔離利用）

【燃焼後CO2分離回収パイロットプラント（東芝）
】

【CCSにおける分離回収から貯留までの流れ】

（出所）環境省 平成26年度 図で見る環境・循環型社会・生物多様性白書
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革新的技術の研究開発
• 一層の低炭素で安定したエネルギー供給体制を築くべく、産官学が連携し、長期的視点に立っ

た継続的な研究開発投資によりイノベーションを創出するなど研究開発が効率的、効果的な形
で進められている。

（出所）内閣府「「エネルギー・環境イノベーション戦略」の概要」（2016）

【削減ポテンシャル・インパクトが大きい有望な革新的なエネルギー・環境技術】
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都市のコンパクト化

• まちの魅力が継続的に向上されるよう、例えばまちのコンパクト化による徒歩や自転車での
移動の割合の増加が相まって、健康的で長寿な地域社会が築かれるとともに、「適応」も
見据えた地域産業やまちづくりにより、安全・安心な地域社会を享受できている。

（出所）国土審議会 第２回計画部会・配布資料（2014年10月24日）

【コンパクトシティの構築】
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都市における集積とイノベーションの創造

• 様々な人や情報等が交錯し、「対流」することによって、新たなイノベーションの創造につなが
るなど、積極的な生産活動が行われている。

（出所）国土審議会 第３回計画部会・配布資料（2014年11月7日）

【知の創発拠点の事例（ナレッジキャピタル）】
○梅田貨物駅を中心とした大阪駅北側において『「知」をベースに、新しい価値創りと社会変革を。』をコンセプトとして再開発
○主な施設：関西大学、大阪大学、(独)医療基盤研究所等
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脱炭素化社会、地域経済活性化、国土強靱化

• 地域ごとに自立した分散型エネルギーとして再生可能エネルギーが導入されているため、災
害が生じた際も必要なエネルギーを迅速に供給することができるなど、国土強靭化と低炭素
化で整合的な取組が進められている。

【東松島スマート防災エコタウン】

地域 お金電気

一般的な電力
地域外へ富の流出

地産地消電力
地域外への富の流出を防ぎ、

雇用も生まれる

→不安定な再生可能エネルギーを使いこなすために、大型蓄電池やデジタルグリッドで安定化

地域
電気

お金
地域

東松島地域新電力
PPS

【デジタルグリッド】
この画像は表示できません。

（出所）中央環境審議会 地球環境部会 低炭素長期ビジョン小委員会
（第５回）東松島市 復興政策課長 高橋氏 御提供資料

（出所）中央環境審議会 地球環境部会 低炭素長期ビジョン小委員会
（第３回）東京大学 特任教授 阿部氏 御提供資料
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ヒートアイランドの緩和

• 都市部においては、エネルギー効率の向上による人工排熱の低減、水辺や緑地といった自
然資本の組み込み等によりヒートアイランド現象が緩和されるなど、快適性が増している。

（出所）環境省「ヒートアイランド対策ガイドライン平成24年度版」

【ヒートアイランド対策の模式図】【30℃以上の合計時間分布図】

（出所）環境省資料 137



農林水産部門における温暖化対策

• 農林水産業における高効率な機器、照明などの導入や、温室効果ガス排出量の少ない
施肥・水管理技術の開発や導入による適切な農地管理、飼料の転換による畜産の低炭
素化など、人と自然が持続可能な形で関わりあう社会となっている。

（出所）農林水産省生産局農業環境対策課「平成28年度予算の概要」

【農業における省資源生産・省エネ技術】
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森林の適切な保全・管理、林業の維持・発展

• 中山間地においては、森林が適切に保全・管理され、素材をはじめとする国産材の利活用
が促進されていることにより、林業が維持・発展している。こうした国産材が住宅や建築物、
道路等の社会インフラ全体に活用されている。

（出所）農林水産省「平成27年度 森林・林業白書」

【国産材の安定供給における川上、川中及び川下のイメージ】
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• 「バイオマス産業杜市」の推進（平成26年3月にバイオマス産業都市認定）
• 「自然」、「連携」、「交流」、「循環」、「協働」の５つのキーワードを踏まえ、４つのプロジェクト

を重点的に展開し、多様な事業の連携・推進により「真庭バイオマス産業杜市」を目指す。

自治体の取組事例：岡山県真庭市（バイオマス産業杜市の推進）

H27年4月稼働

バイオマス

産業杜市

真庭バイオマス

発電事業

木質バイオマス

リファイナリー事業

有機廃棄物

資源化事業

産業観光

拡大事業

【4つのプロジェクト】

高付加価値新素材
の開発など

生ごみ資源化事業と
農業との連携

バイオマスツアーや
ペレットクッキー
CLTチョコレートの
製造販売

1 2 3 4

木質ﾊﾞｲｵﾏｽ発電所

バイオマスツアーの様子

CLT（直交集成板）専用工場

← ＣＬＴ

ガス利用

堆肥利用出所：真庭市資料より環境省作成 140



自治体の取組事例：岡山県津山市（津山産クレジットと津山産品）

• 津山市で生まれた環境価値を津山産品（津山産原材料使用商品、津山製造商品、津
山を代表する商品） に付加。

• 該当商品を購入することで地域の環境や温暖化対策に貢献。

市役所

消費者

市民による太陽光発電設備等の
導入によるCO2削減努力

環境の影響に考慮した商品
カーボンオフセットの証の商品を購入することで

地域の環境や温暖化対策に貢献 環境に優しいなら
買ってみよう！

クレジットの提供 売上に基づくクレジット代金クレジットで得た資金は津山市
の環境施策の使途に限定

津山環境
倶楽部

クレジット代金寄付

商品代金
（クレジット代金）

NPO法人
エコネットワーク津山
（津山版クレジット排出削減事業

共同実施者）

パートナー協定

購買意欲

クレジット売却

クレジット代金

出所：津山市資料より環境省作成 141



自治体の取組事例：徳島県（気候変動対策推進条例）

• 脱炭素社会に向けた新たな羅針盤である『気候変動対策推進条例』

■ 「自然エネルギー」 「水素エネルギー」の最大限導入
■ 未来を守る「適応策」の本格導入 FCVの普及拡大

水素エネルギーを
条例に規定

適応策の基本方針を
条例に位置づけ

自然災害に備えた
防災･減災

気候変動に対応した
品種開発等

■ 脱炭素社会の実現に向け、「緩和策」と「適応策」を両輪とした気候変動対策の展開

新条例のポイント

■ 「脱炭素社会」 「気候変動」を条例に規定

新条例の基本理念

■ 「県民総活躍」による社会的気運の醸成
→県民、事業者が主役となる「県民総活躍」により、県を挙げて、脱炭素社会

の実現に向けた社会的気運の醸成

■ 「地域資源」を最大限活用し、地域課題の解決に貢献
→自然エネルギーや森林資源など、本県ならではの多様な地域資源を積極的に

活用するとともに、対策を通じ地域課題の解決に貢献

■ 「緩和策」と「適応策」を両輪とした気候変動対策の展開
→あらゆる政策に緩和と適応の視点を組み込み、緩和と適応の相乗効果を創出

社会的気運の醸成

■ 人材の育成と活動・交流の機会創出
■ 脱炭素型ロールモデルの情報発信・普及浸透

■ 「徳島県地球環境を守る日」の創設

■ 幼少期から体系的に環境学習を実施
■ 「カーボンオフセット」、「エシカル消費」の日常化

■ 「環境活動連携拠点」の整備

出所：徳島県資料より環境省作成 142



自治体の取組事例：長野県（自然エネルギー施策パッケージ）

• 固定価格買取制度を活用して、自然エネルギーを地域主導で普及する。

出所：長野県資料より環境省作成 143



第６章

長期大幅削減の実現に向けた政策
の方向性
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削減コスト（5年）（万円/t-CO2）
図 削減コストと実施率の相関（産業部門）

設備導入 運用改善

削減コスト0円未満の対策の例

【設備導入】
■ 排熱回収装置の導入によるボイラの高効率化
■ 潜熱回収小型ボイラの導入 ■ 中小型ボイラの省エネ燃焼システムの導入
■ 熱配管経路の見直し ■ 高効率ガスエンジンヒートポンプの導入
■ CO2濃度制御による外気導入量の適正化 ■ 省エネファンベルトの導入 など

【運用改善】
■ ボイラの燃料空気比改善 ■ 蒸気ボイラの運転圧力の調整
■ 工業炉の空気比改善 ■ チラー冷却水の温度の改善
■ コンプレッサ吸気温度の低温化 ■ コンプレッサ等の吐出圧管理
■ 変圧器の不要時遮断 など

5年以内に追加投資を回収可能

注釈） 削減コストとはCO2排出量を1t-CO2削減するのに要するコストであり、ここでは評価期間を5年として以下の式で算出
削減コスト[円/t-CO2]＝（初期コスト追加額（追加投資額）[円]－運用コスト削減額[円/年] ×評価期間[年]）÷（CO2削減量[t-CO2/年]×評価期間[年]）

出所） 実施率は算定報告公表制度対象事業所を対象に平成27年度に実施したアンケート調査結果、
削減コストは平成22～平成27年度CO2削減ポテンシャル診断事業結果より作成

• 環境省が平成22年度より実施している「CO2削減ポテンシャル診断事業」（対象は約
1400件）によれば、5年以内に追加投資が回収できるにも関わらず実施率が低い対策
も存在し、それら未実施の対策を全て実施した場合、業務部門で約28%、産業部門で約
９%の削減が見込まれる。

5年以上の投資回収
のものを含めると、
業務部門で約５割、
産業部門で約２割の
削減が可能。
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我が国の削減ポテンシャル



（出典）世界銀行（2016） State and Trends of Carbon Pricing 2016

国・地方公共団体におけるカーボンプライシング導入状況
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世界で広がるカーボンプライシング

• 長期での大幅削減を見据えて、費用効率的に削減を進めるため、多くの国・地方公共団体が
カーボンプライシングを導入している。



OECD諸国が対象
OECD諸国のうちで、人口500万人以上の国で、かつ、日本より一人当たり
GDPが高い国

（出所）OECD (2016) Effective Carbon Rates Pricing CO2 through Taxes and Emissions Trading Systems,
IEA (2016) CO2 emissions from fuel combustion 2016 IEA, World Energy Balances 2016 より作成

（注）日本のGDPは、平成28年12月に内閣府によって基準改定された数値を用いている。

（注）グラフの平均実効炭素価格とは、OECDの部門別に出された実効炭素価格を各
国の部門別排出量で加重平均して、一国平均の実効炭素価格を求めたもの。

「スイス、ノルウェー、スウェーデンは、水力発電が豊富なために炭
素生産性が高い」との指摘があるが、スイスのエネルギー生産性は
OECD諸国で最も高い（我が国の約2.5倍）。またノルウェーも
OECD諸国で第4位のエネルギー生産性を誇る。
スウェーデンについては、1991年の炭素税導入以来、バイオマスを
中心に水力以外の再エネの供給量が3倍に増加し、一次エネルギー供
給に占める割合が20％を占めるに至っている（水力は10％程度）。
結果として、90年代から炭素生産性は2倍以上（自国通貨実質GDP
ベース）に上昇した。
また、風力発電の比率が高いデンマークは、エネルギー生産性につい
ても、スイスに次いでOECD内で2位（我が国の約2倍）。

実効炭素価格と炭素生産性

左図において、ドイツ、英国、オラ
ンダについては、「我が国より実効炭
素価格が高いにもかかわらず炭素生産
性が我が国と同程度しかない」との指
摘が可能である。左図の対象である
2012年は、年平均1ドル79.8円との
歴史的な円高であり、我が国の炭素生
産性は現在より相当高めに表示されて
いる。

2014年（1ドル106円）では、ド
イツ、英国、オランダとも我が国より
炭素生産性が高く、かつ、エネルギー
生産性も高い。（右図）

独英蘭の各国は、95年時点では我が国の半分程度の
炭素生産性しかなかったが、2000年代以降改善を続
け我が国を追い抜いた。 147

• 実効炭素価格が高い国は、炭素生産性が高い傾向にある（左図）。
※実効炭素価格（Effective Carbon Rates）： OECDは、炭素税、排出量取引制度、エネルギー課税を合計した炭素価格を「実効炭素価格」として、2012年4

月現在における各国の比較・評価を行っている。なお、我が国の温対税（炭素価格289円／CO2トン）は導入前で含まれていない。

• なお、我が国の炭素生産性や一人当たり排出量はグラフ上の近似曲線付近にあり、実効炭素
価格に含まれない既存制度による暗示的な炭素価格が他国の制度に比べて特に削減に寄与
している、すなわち、グラフ全体の趨勢から乖離して、他国と同レベルの実効炭素価格であり
ながら、他国より特に高い炭素生産性を示して十分に長期大幅削減に近づいている位置を
占めているという現象は確認できない。

高
い
ほ
ど
効
率
的

y=0.086x+1.003
（5.47）

R2=0.47
y=0.105x+1.132

（3.87）
R2=0.48（ の国を対象）



（出所）OECD (2016) Effective Carbon Rates Pricing CO2 through Taxes and Emissions Trading Systems,
IEA (2016) CO2 emissions from fuel combustion 2016 UNFCCC より作成

• 実効炭素価格が高い国は、一人当たり排出量が低い傾向にある（左図）。
※実効炭素価格（Effective Carbon Rates）： OECDは、炭素税、排出量取引制度、エネルギー課税を合計した炭素価格を「実効炭素価格」として、2012
年4月現在における各国の比較・評価を行っている。なお、我が国の温対税（炭素価格289円／CO2トン）は導入前で含まれていない。

• 特に、我が国より一人当たりGDPが高い国で既に大幅な削減を実現している国は、我が国より相当程度
実効炭素価格が高い。2050年80％削減（一人当たり排出量概ね2トン）やその先の脱炭素化に向け
て、カーボンプライシング制度の有効性が示唆される。

（注）グラフの平均実効炭素価格とは、OECDの部門別に出された実効炭素価格を各
国の部門別排出量で加重平均して、一国平均の実効炭素価格を求めたもの。

実効炭素価格と一人当たり排出量

OECD諸国が対象
OECD諸国のうちで、人口500万人以上の国で、かつ、日本より一人当たり
GDPが高い国

８０％削減（概ね２トン）

現行温対税の水準
（289円、約2.3€）

スイス、スウェーデンについては一人当たり排出量が少ないのは、
水力発電が豊富だからである、との指摘がある。事実そうである
が、両国は、元々少ない排出量の水準から、更に大幅な削減を実現
している。（下図）
スイスのエネルギー生産性はOECDで一番高い。また、スウェーデ
ンについては、1991年の炭素税導入以来、バイオマスを中心に水
力以外の再エネの供給量が3倍に増加し、一次エネルギー供給に占
める割合が20％を占めるに至っている（水力は10％程度）。
また、ドイツ、英国、デンマークについては、90年代には我が国
より一人当たり排出量が多かったが、2000年代に入って逆転し、
特に英国とデンマークは、現在は我が国より3割程度少ない。

y=-0.044x+8.744
（-2.12）

R2=0.12（特異値であるルクセンブルグ除く）

y=-0.108x+15.30
（-5.19）

R2=0.66（ の国を対象）
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【地域熱供給に使われるエネルギー推移】

（出典）
Karin Ericsson , Sven Werner, 2016, The introduction and expansion of biomass use in Swedish district heating systems
Johansson B , Swedish Environmental Protection Agency(2000) Carbon Tax in Sweden
IEA, Energy Balances of Countries 

炭素税導入

バイオマス

スウェーデンにおけるカーボンプライシングの効果の例

炭素税導入

【一次エネルギー供給の比率の推移】
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• 炭素税導入後、一次エネルギー供給に占める水力を除く再エネの比率が拡大（2015年には
水力の約3倍）。特に、化石燃料と価格が逆転したことによって、地域熱供給におけるバイオマ
スの活用が拡大。

• スウェーデン環境庁は、1995年のCO2排出量について、税制改革を実施しなかった場合
（1990年当時の政策がそのまま続けられていた場合を仮定）と比べると約15％減少されたと
している。

• 一方で、元々エネルギー税等の税率が低く設定されている産業部門ではコストにあまり差が出
ず、税制改革による影響は小さくなっている。



税 収

再生可能エネルギー大幅導入、省エネ対策の抜本強化等に活用

２ＣＯ２排出量1トン当たりの税率

段階施行 課税物件 本則税率 H24年10/1～ H26年4/1～ H28年4/1～

原油・石油製品
[1kℓ当たり]

（2,040円）
＋250円

（2,290円）
＋250円

（2,540円）
＋260円

（2,800円）

ガス状炭化水素
[1t当たり]

（1,080円）
＋260円

（1,340円）
＋260円
（1600円）

＋260円
（1,860円）

石炭
[1ｔ当たり]

（700円）
＋220円
（920円）

＋220円
（1,140円）

＋230円
（1,370円）

※（ ）は石油石炭税の税率

（注）例えば、ガソリンの増税分760円を1ℓあたりで換算すると0.76円相当（平成28年4月～）となる。

H25年度： 約900億円 / H26・H27年度： 約1,700億円 / H28年度以降（平年）：約2,600億円H25年度： 約900億円 / H26・H27年度： 約1,700億円 / H28年度以降（平年）：約2,600億円
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我が国のカーボンプライシング制度：地球温暖化対策のための税
• 全化石燃料に対してＣＯ２排出量に応じた税率（２８９円/ＣＯ２トン）を上乗せ
• 平成２４年１０月から施行し、３年半かけて税率を段階的に引上げ(平成２８年４月に最

終段階に到達）
• 石油石炭税の特例として、歳入をエネルギー特会に繰り入れ、我が国の温室効果ガスの９割

を占めるエネルギー起源ＣＯ２排出抑制対策に充当



※1 長期エネルギー需給見通しにおける想定。 ※2 地球温暖化対策計画を参考に想定。

注1 2050年の価格効果は、2030年と同様の価格弾力性を用いて推計。将来のGDP成長率や原油価格、部門別CO2排出量構成などの想定は、各種資料を参考に設定した。

注2 2050年の財源効果は、2030年と同様に行政事業レビューのCO2削減目標から、各事業の単年削減量を算出し、それらの積み上げにより推計した。

▲
2
5
％

▲
8
0
％

2013年排出量に
等しいと想定

2,600
億円

2,059
億円

600
億円

温対税の財源効果
51.7百万トン（2030年全体削減量の

16.7%）

2030年 2050年

合計54.1百万トン（2030年全体削減量の17.5%）

温対税の価格効果
2.42百万トン（2030年全体削減量の

0.8%）
温対税の財源効果

89.6百万トン（2050年全体削減量の
9.1%）

温対税の価格効果
0.43百万トン（2050年全体削減量の

0.0%）

エネルギー起源CO2の排出量を
2013年比▲25%※1とするために

必要な削減量

エネルギー起源CO2の排出量を
2013年比▲25%※1とするために

必要な削減量

＝
2030年全体削減

309百万トン

2030年全体削減
量

309百万トン

エネルギー起源CO2の排出量を
2013年比▲80%※2とするために

必要な削減量

エネルギー起源CO2の排出量を
2013年比▲80%※2とするために

必要な削減量

＝

合計90.0百万トン（ 2050年全体削減量の9.1% ）

平成29年1月13日「税制全体のグリーン化推進検討会」資料２より作成

2050年全体削減

988百万トン

2050年全体削減
量

988百万トン
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地球温暖化対策の効果の長期的目標への寄与
• 温対税には一定のCO2削減効果があると言える一方で、CO2削減に伴う税収減少によって、

長期的には効果は減衰。
• 温対税の効果のほとんどは財源効果であり、価格効果は極めて小さい。
＊なお、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）においては、「政府は、少なくとも三年ごとに、我が国における温室効果ガスの排出

及び吸収の量の状況その他の事情を勘案して、地球温暖化対策計画に定められた目標及び施策について検討を加えるものとする。」とされ、温対税を含む各
施策について評価・見直しが行われることとなっている。



（出所）OECD (2016) Effective Carbon Rates Pricing CO2 through Taxes and Emissions Trading Systems
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全排出量に対して炭素価格が30ユーロトン以上かかっている
排出量の比率と一人当たりGDPとの関係

IRL：アイルランド
ISL：アイスランド
ISR：イスラエル
ITA：イタリア
JPN：日本
KOR：韓国
LUX：ルクセンブルク
MEX：メキシコ
NLD：オランダ
NOR：ノルウェー
NZL：ニュージーランド
POL：ポーランド
PRT：ポルトガル
RUS：ロシア
SVK：スロバキア
SVN：スロベニア
SWE：スウェーデン
TUR：トルコ
USA：アメリカ
ZAF：南アフリカ

ARG：アルゼンチン
AUS：オーストラリア
AUT：オーストリア
BEL：ベルギー
BRA：ブラジル
CAN：カナダ
CHE：スイス
CHL：チリ
CHN：中国
CZE：チェコ
DEU：ドイツ
DNK：デンマーク
ESP：スペイン
EST：エストニア
FIN：フィンランド
FRA：フランス
GBR：イギリス
GRC：ギリシャ
HUN：ハンガリー
IDN：インドネシア
IND：インド
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実効炭素価格と一人当たりGDPとの関係

• OECDの分析によれば、一人当たりGDPが高い国は、全排出量に対して30ユーロ／CO2トン以
上（我が国の温対税の10倍以上）の実効炭素価格がかかっている排出量の割合が高い傾向に
ある。

• この図からは、実効炭素価格の相当程度の上昇が、マクロ経済に悪影響を与えている現象は確
認できず、温室効果ガスの長期大幅削減と経済的課題の同時解決の可能性が示唆される。



（出所）OECD (2016) Effective Carbon Rates Pricing CO2 through Taxes and Emissions Trading Systems,
OECD Statistics より作成

（注）日本のGDP統計の2008基準への対応は、2016年12月になされたため、現時点のOECD統計には反映されていない。その
ため、日本の総資本形成及び知的財産生産物形成は、2012年段階で総額で17兆円程度少なく見積もられていると考えられ
る。

• 実効炭素価格が高い国は一人当たりの総資本形成（GDPに計上されるいわゆるフローの投資額）
が停滞している現象は観察されず、多い国も存在する（左図）。

• また、実効炭素価格と、一人当たりの総資本形成のうちの知的財産生産物形成（※）との間で正の
相関が観察される（右図：因果関係を示しているものではない）。カーボンプライシングが、イノ
ベーションを促進するとの指摘（G7富山大臣会合コミュニケなど）と矛盾する現象ではないと考
えられる。
※ 国連のGDP計算の基準であるSNA2008より導入された概念（Intellectual Property Products）。いわゆる「無形資産」のうち、コンピューター・ソフト

ウェア、娯楽、文芸、芸術作品の原本等に加え、SNA1993では中間消費とされていた「研究開発」を含む資産項目。近年、この「無形資産」への投資がイ
ノベーションを促進するものとして注目されている（平成28年版労働経済白書など）。

（注）グラフの平均実効炭素価格とは、OECDの部門別に出された実効炭素価格
を各国の部門別排出量で加重平均して、一国平均の実効炭素価格を求めたもの。
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実効炭素価格と投資・高付加価値化との関係

y=0.024x+0.30
（3.79）

R2=0.31
y=0.018x+1.248

（2.3）
R2=0.27（ の国を対象）

y=0.076x+3.384
（2.57）

R2=0.17
y=0.027x+8.509

（0.61）
R2=0.03（ の国を対象）

実効炭素価格
が高い国は、総
資本形成が低い
傾向になる現象
は観察されない

OECD諸国のうちデー
タがある国が対象

OECD諸国のうちで、
人口500万人以上の国
で、かつ、日本より一
人当たりGDPが高い
国
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企業

市場

低炭素製
品・サービ
スの提供

行政
CO2

導入支援
等

【需要側＝新市場の創出】
事業者・消費者に対し、カーボンプライシングが長期的に価格
シグナルを送ることで、低炭素技術・サービス、再生可能エネ
ルギー等に対する需要を喚起。

通常の収益
による資金

低カーボン
フットプリン
トの製品・
サービス

CO2
CO2

高カーボン
フットプリン
トの製品・
サービス

【供給側＝高付加価値化】【供給側＝高付加価値化】
カーボンプライシングによる環境価値の顕在化に伴う
価格構造の変化、カーボンプライシング収入の還付等
により、低炭素技術開発や無形資産への投資意欲を刺
激するなどイノベーションを促進。

【カーボンプライシン【カーボンプライシン
グの収入の活用】
カーボンプライシングを原
資とした減税（二重の配
当）、補助金等
＊カーボンプライシングに
より多大な影響を受ける者
への還付等も可

※カーボンプライシングによるコスト上昇等による負の影響があることにも留意が必要

【化石燃料の

改善

【化石燃料の
輸入削減】
巨額な化石燃料
輸入額を削減
し、経常収支を
改善

【国際展開】【国際展開】
国内の取組を土台
に世界市場におけ
る競争優位と外需
の獲得
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カーボンプライシングによる同時解決のイメージ
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各国の炭素税等導入時の一人当たりGDPの比較

炭素税等導入時の一人当たりGDP
• 1990年代初頭フィンランド、スウェーデン、デンマーク等が炭素税を導入した頃は、それらの国の一人

当たりGDPは我が国とほぼ同じで、英国やドイツが1993年や2000年に税制改革を行った頃は、
両国の一人当たりGDPは我が国より相当程度少なかった。「もともと経済成長しているから炭素税
等を導入できた」というわけではない。

• 他方、スイスが2008年に炭素税を導入した際は、我が国より一人当たりGDPは高かった。
• 各国とも炭素税等を導入した後も堅調に経済成長を続け、我が国の一人当たりGDPを逆転し、又

は更に差を広げている。

1990年
炭素税

1991年
CO2税

1992年
CO2税

1999年
環境税
制改革

2008年
CO2税

2015年現在

（出所）UNFCCC, GHG Data, International Monetary Fund, World Economic Outlook Database, April 2016、より作成

1992年
CO2税

1993年
燃料税引
き上げ
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（2017年1月時点）

国名 導入年
税率

（円/tCO2）
税収規模

（億円[年]）
財源 税収使途 減免措置

日本
（温対税）

2012 289
2,600

[2016年]
特別会計

• 省エネ対策、再生可能エネルギー普及、化
石燃料クリーン化等のエネルギー起源CO2

排出抑制

• 輸入・国産石油化学製品製造用揮発油
等

フィンランド
（炭素税）

1990

7,640 (58EUR)
（暖房用）

8,170 (62EUR)
（輸送用）

1,624
[2016年]

一般会計
• 所得税の引下げ及び企業の雇用に係る費

用の軽減

• EU-ETS対象企業は免税
• 産業用電力・CHPは減税、エネルギー集

約型産業・農業に対し還付措置

スウェーデン
（CO2税）

1991

15,670(119EUR)
（標準税率）

12,640（96EUR）
（産業用）

3,214
[2016年]

一般会計 • 法人税の引下げ（税収中立）
• EU-ETS対象企業・CHPは免税
• 産業・農業の税率は本則税率の60％

デンマーク
（CO2税）

1992
3,050

(172.4DKK)
654

[2016年]
一般会計 • 政府の財政需要に応じて支出 • EU-ETS対象企業は免税

スイス
（CO2税）

2008
9,860

(84CHF)
970

[2015年]
一般会計

(一部基金化)

• 税収1/3程度は建築物改装基金、一部技術
革新ファンド、残りの2/3程度は国民・企業へ
還流

• 国内ETSに参加企業は免税
• 政府との排出削減協定達成企業は減税
• 輸送用ガソリン・軽油は免税

アイルランド
（炭素税）

2010
2,630

(20EUR)
552

[2015年]
一般会計 • 赤字補填（財政健全化に寄与）

• EU-ETS対象企業は免税
• 農業に使用される軽油は減税

フランス
（炭素税）

2014
4,020

(30.5EUR)
7,902

[2016年]
一般会計／
特別会計

• 一般会計から競争力・雇用税額控除、交通
インフラ資金調達庁の一部、及び、エネル
ギー移行のための特別会計に充当

• EU-ETS対象企業は免税

ポルトガル
（炭素税）

2015
900

(6.85EUR)
125

[2015年]
一般会計

• 所得税の引下げ（予定）
• 一部電気自動車購入費用の還付等に充当

• EU-ETS対象企業は免税

カナダBC州
（炭素税）

2008
2,730

(30CAD)
1,105

[2015年]
一般会計 • 他税（法人税等）の減税により納税者に還付 • 越境輸送に使用される燃料は免税

（出典） 各国政府資料よりみずほ情報総研作成。
（注1） 税率は2017年1月時点。税収は取得可能な直近の値。
（注2） 為替レート：1CAD=約91円、1CHF=約117円、1EUR＝約132円、1DKK＝約18円、1SEK=約14円。（2014～2016年の為替レート（TTM）の平均値、みずほ

銀行） 156

主な炭素税導入国の制度概要



概要 • 1990年に世界初の炭素税を導入。

• 現在54EUR（暖房用）～58EUR（輸送用）/tCO2で導入時
（1.12EUR/tCO2）の約50倍の税率。

• 1997年及び2011年にエネルギー税制改革を実施。
2011年以降、暖房用燃料と輸送用燃料の税率を分離。

税率 • トンCO2当たり税率・エネルギー固有単位当たり税率

• 炭素税率の推移

フィンランドの炭素税の特徴

課税対象

優遇措置

• EU-ETS対象企業は免税。

• 産業用電力・CHPは減税、エネルギー集約型産業・
農業に対し還付措置。バイオ燃料に対してはバイオ
燃料含有割合に応じて減税。

税収使途 • 一般会計。1997年及び2011年にエネルギー税制改
革を実施。所得税の減税や、企業の社会保障費削
減による税収減の一部を、炭素税収により補填。

• （税収額）2014年：1,051百万EUR、2015年：1,119百
万EUR。

（参考）為替レート：1EUR＝約132円。（2014～2016年の為替レート（TTM）の平均値、みずほ銀行）
（出典）フィンランド財務省, 2013, TAXATION OF PETROLEUM PRODUCTS AND VEHICLES IN FINLAND、Energy prices 3rd Quarter 2016, Appendix table 1（Official Statistics of Finlandウェブ

サイト）、IEEP, 2013, EVALUATION OF ENVIRONMENTAL TAX REFORMS: INTERNATIONAL EXPERIENCES.

税率 2015 2016 2017

炭素税率（暖房用）（EUR/tCO2） 44 54 58

炭素税率（輸送用）（EUR/tCO2） 58 58 62

ガソリン(c/L) 16.25 16.25 17.38

軽油（輸送用）（c/L) 18.61 18.61 19.90

重油（c/kg） 14.25 17.49 18.78

LPG（c/kg） - 16.32 17.53

天然ガス（EUR/MWh） 8.71 10.69 11.48

石炭（EUR/t） 106.14 130.26 139.91

【図】GDP・最終エネルギー消費・CO2排出量の推移

（出典）IEA, 2016, CO2 Emissions from Fuel Combustion 2016より作成。

【図】実質GDP・最終エネルギー消費・CO2排出量の推移

（出典）IEA, 2016, CO2 Emissions from Fuel Combustion 2016より作成。

炭素税導入
（1990年）
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フィンランドの炭素税について
• フィンランドは、1990年に世界初の炭素税を導入。1997年及び2011年に実施されたエネルギー

税制改革では、所得税の減税や企業の社会保障費削減による税収減の一部を、炭素税収により
補填。


